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独立行政法人評価委員会高度専門医療研究部会

(第 27～32回)議事について

<日立高度専門医療研究センター6法人>  ´

壼盟 :平成 25年度彙務奥饉評価 (個 Ell評価 口総合脚価 ) 【通則法第32条】

○ 独立行政法人は、独立行政法人通則法第 32条第 1項の規定により、各事業年

度における業務の実績について、独立行政法人評価委員会の評価を受けなければ

ならないとされている。厚生労働省独立行政法人評価委員会においては、この評

価を、評価項目毎に5段階 (S～ D)の評定をつける「個別評価」と、業務実績

全体の状況について、記述による評価を行う「総合評価」に分けて実施。

※評価等の流れ及び評価の基準は別添2～ 4を参照。
※評価書 (案)は、各法人を担当する起草担当委員 (別添5)に作成いただく。

臓題 :平成 25年度財務諸表の承認  【通則法第 38条】

○ 独立行政法人は、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度の終了後 3月

以内に主務大臣に提出するとともに、その承認を受けなければならない。主務大

臣がこの承認をしようとするときは、独立行政法人通則法第 38条第 3項の規定
により、あらか じめ、独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならないと

されている。

※財務諸表の承認については、専門的な見地から審議を行うため、財務担当委員 (別添5)
による個別のヒアリングを別途実施。

臓題 :中期目標期間の業務実績評価 (暫定評価)

【厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準】

○ 独立行政法人は、独立行政法人通則法第34条第1項の規定により、中期目標期

間における業務の実績について、独立行政法人評価委員会の評価を受けなければな

らないとされている。厚生労働省独立行政法人評価委員会においては、中期目標期

間終了後に最終評価 (中期目標期間の初年度から最終年度までの期間の評価)を実

施するほか、同法第35条の規定に基づく組織 a業務全般の見直し、次期中期目標等

の策定に、評価結果を適切に反映させる観点から、中期目標期間の最終年度に、中

期目標期間の初年度から最終年度の前年度までの期間について、当該期間の各事

業年度の評価結果を踏まえ、記述等による評価 (暫定評価)を実施。

※平成26年度が中期目標期間の最終年度となる法人が対象.

※評価書 (案)は、各法人を担当する起車担当委員 (別添5)に作成いただく。

饉題 :組織・ 業務全般の見直 し (当初案 ) 【通則法第35条】

○ 独立行政法人の組織 口業務全般の見直 しは、独立行政法人通則法第 35条及び



「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織 口業務全般の見直しについて」

(平成 15年 8月 1日 閣議決定)に基づき、主務大臣が、所管する個々の独立行

政法人の中期目標期間終了時において、当該法人の業務を継続させる必要性、組

織の在 り方その他組織 口業務全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要

の措置を講 じるもの。主務大臣が当該検討を行うにあたつては、同法同条第 2項

の規定により、独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならないとされて

いる。

※中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しに係る「概要J自「流

れJは別添6、 フを参照。

<日立成青医療研究センター>

饉題 :不要財産の日庫納付  【通則法第 8条、第 46条の 2】

○ 独立行政法人は、独立行政法人通則法第 8条第 3項の規定により、将来にわた

り業務を確実に実施する上で必要がなくなつたと認められる不要な財産につい

ては処分 しなければならないとされている。この不要財産のうち、政府からの出

資又は支出に係るものについては、通則法第46条の 2第 1項又は第 2項の規定

により、主務大臣の認可を受けて、現物又は譲渡代金を国庫に納付することとさ

れており、主務大臣が当該認可をしようとするときは、同条第 5項の規定により、

あらかじめ、独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならないとされてい

る。

※本議題の配付資料は、別添11(厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公開に関する

規程)に基づき、非公開。

<日立精神・神経医療研究センター ロロ立長寿医療研究センター>

議題 :役員の退職金に係る業績勘案率

○ 独立行政法人の役員の退職金については、別添 9「独立行政法人、特殊法人及

び認可法人の役員の退職金について」 (平成 15年 12月 19日閣議決定)によ

り、在職期間に応じ算出した額に、独立行政法人評価委員会が0.0か ら2.0
の範囲内で業績に応じ決定する「業績勘案率」を乗 じた金額とされているところ。

本年 3月 31日付で退職 した国立精神・神経医療研究センター及び国立長寿医療

研究センターの役員に係る業績勘案率について、法人から本委員会委員長あてに

算定の依頼がなされたため、別添 10「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘

案率の決定方法について」 (平成 16年 3月 30日厚生労働省独立行政法人評価

委員会決定)に基づき、業績勘案率を決定するもの。

※本議題の配付資料は、別添11(厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公開に関する

規程)に基づき、非公開。
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<別添資料>

別添 1  厚生労働省独立行政法人評価委員会開催日程

別添2  厚生労働省独立行政法人評価委員会 (部会)の評価等の流れ

別添3  厚生労働省所管独立行政法人の中期目標期間

別添4  厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準

(平成 13年 6月 厚生労働省独立行政法人評価委員会決定)

別添5  起草担当委員・財務担当委員一覧

別添6  組織 口業務全般の見直し～中期目標 口中期計画策定までの流れ (概要)

別添7  組織・業務全般の見直し～中期目標 口中期計画策定まで (流れ図)

別添8  参照条文

別添9  独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について

(平成 15年 12月 19日閣議決定)

別添 10  独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の決定方法について

(平成 16年 3月 30日厚生労働省独立行政法人評価委員会決定)

別添 11  厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公開に関する規程
(平成 21年 12月 16日厚生労働省独立行政法人評価委員会決定)

以上



厚生労働省独立行政法人評価委員会開催日程(平成26年 7・ 8月 )

高度専門医療研究部会 第27回 7月 29日 (火 ) 13:00  -  16:30 中央労働委員会
講堂〈7F)

〔日立循環器病研究センター】
・平成25年度業務実績評価(個別評価)

:日立国際医療研究センター】
・平成25年度彙務実績評価(個別評価)

高度専門医療研究部会 第28回 8月 1日 (金 ) 15:30  -  17:30
厚生労働省

専用第12会議室
(12F)

【日立長寿医療研究センタ

「

】
・平成25年度業務実績評価(個別評価)

高度専門医療研究部会 第29回 8月 4日 (月 ) 15:00   -  18:35
厚生労働省

専用第23会議室
(OF)

【日立がん研究センター】
。平成25年度彙務実績評価(個別評価)

【日立成育医療研究センター】
・平成25年度業務実績評価(個別評価)

高度専門医療研究部会 第30回 8月 7日 (木 ) 13:00  ～  15:00
厚生労働省

専用第22会議室
(18F)

【日立精神・神経医療研究センター】
・平成25年度業務実績評価(個別評価)

高度専門医療研究部会 第31回 8月 21日 (木 ) 14:00  ～  18:15
厚生労働省

専用第23会議室
(6F)

【日立がん研究センター】
・平成25年度財務諸表の承認
・平成25年度業務実績評価(総合評価)、
・中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

【日立精神・神経医療研究センター】
。平成25年度財務諸表の承認
・平成25年度業務実績評価 (総合評価)

・中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

・役員の退職金に係る業績勘案率の決定
【国立長寿医療研究センター】
・平成25年度財務諸表の承認
・平成25年度業務実績評価 (総合評価)

。中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

・役員の退職金に係る業績勘案率の決定
【目立成青医療研究センター】
・平成25年度財務諸表の承認
・平成25年度業務実績評価 (総合評価 )

・中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

・不要財産の国庫納付

高度専門医療研究部会 第32回 8月 22日 (金 ) 14:00  -  16:30 中央労働委員会
講堂(7F)

【日立国際医療研究センター】
・平成25年度財務諸衰の承認
・平成25年度業務実績評価(総合評価)

・中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

【日立循環器病研究センター】
・平成25年度財務諸表の承認
。平成25年度業務実績評価(総合評価)

・中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

【日立高度専門医療研究センター6法人】
・組織・業務全般の見直し当初案

総会 第36回 8月 26日 (火 ) 14:00  ～  18:00 未定

【年金積立金管理運用独立行政法人】
。中期目標期間の業務実績評価(暫定lT・価)

・組織・業務全般の見直し当初案
【医薬基盤研究所/国立健康・栄養研究所】
・中期目相期間の業務実績評価(暫定評価)

。組織・業務全般の見直し当初案
r□†富慮童PH E暮癖霊ヤンター6法人1

・中期目標期間の業務実績評価(暫定評価)

・組織・業務全般の見直し当初案
【日立病院機構】
・中期目標期間の業務実績評価 (最終評価 )

【医薬品医療機器総合機構】
・中期目操期間の業務実績評価(最終評価)

【労働者健康福祉機構】
。中期目標期間の業務実績評価(最終評価)

【年金・健康保険福祉施設整理機構】
・中期目標期間の業務実績評価(最終評価)

(注 1)開催日程は予定であり、変更する場合が有り得ます。

(注2)総会は正委員のみ御出席いただくこととなります。



厚生労働省独立行政法人評価委員会 (部会)の評価等の流れ

※1確定した評優結果(25年度評●、暫定評価、最終辞優)については、法人及び総務省政策評価・独立行政法人評価委員会へ通知し、公表する。
※2日立健康・栄姜研究所は、平成2■日月1日 より医薬基盤研究所との統合が予定されているため、平成27年 3月 31日 に中期日欅期間が終了することとなる。
※3地城医●●籠推進橙構は年全・健康保臓福社施設整理機構を改組し平成20年4月 に設立。改組前の年金・健康保険福祉施設壺理機構に係る平成25年度までの評価等は年全部会において実施。
※4上記の他、「役員の退職金に係る彙績勘案率の算定」、「不要財産の処分等の認可」、「彙務方法書の変更J等について審腱を予定。
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平成
"年

庄が中期目欄糊日の初年度又は
最織年度以外の場合

(― 人 )

【■壼研■●会】労働安全衝生総合研究所
EE●・福社む会】福社医壼糧輌.のでみの■
【労●●会】腱労者●●●共請●綺、高齢・障害・求嗜者■用支燿●●、労口政策
13『gに・ 00m

平成26年度が中期目欄期日の最終年度の場合

(― 人 )

【■査研究椰会】医薬薔饉研究所、日立健康・栄養研究所 ※2
【高度専門E壼研究椰会】目立富産専門磁饉研究センター0法人
【年全部会】年金積立全管理運用独立行政法人

平成26年慶が中期目欄期間の初年度の場合

(対彙法人)

【目立薔院部会】目立鋼腱崚構
【E薇・福社椰会】医薬品饉晨橙薔総合●●
【労■●会】労働者●●H● ●
【年金椰会】年全・●n保険福社施設壺ea■ ※3

平成26年
7～8月

(日別評価 )

0中期計日で設定した各項目を項目毎に日別に評●するもの。具
体的には、平成25年度の象綺実績について、

―

0」田聾口巳賞を付け、原日としてその理由を付記する。
(■用法■32条に薔づく評口)

サ
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“

年度財務籠表等の承日>
通則法第30条第3項に基づく意見聴取

※部会書饉

“

に各

“

金の麟薔担■曇員による財務廂壼専ヒアリングを実施。

く

個別諄●(評定)の結果を麟まえ、業務実績全体の状況につい
て、口述によるF●を満 の。諄薔綺果(諄薔書)のとりまとめ。

(通用法第32彙に書づくF3)

く >

個別澤価(評定)の結果を踏まえ、業務実績全体の状況につい
、記述による評価を

"も
の。評●結果(評●■)のとりまとめ。

(通劇法第32条に基づく評価)

葬名って決壼>
‐

ィ督 申 籠 価 畢 彙 暉編 鋼 饉・量 墓 全 000日 古 ir当 加
=、

0中期計画で設定した各項目を項目毎に個別に評価するもの。具
体的には、平成25年

=の
業務実績について、

―

、原則としてその理由を付配する.

(■則法第2条に薔づく澤饉)

く平成25年度財務鮨嚢等の承■>
通則法第38条第3項に基づく意見聴取

※都会春■前に各部会の財務担当晏員による財積諸表尋ヒアリングを実施 .

く暫定評薔>
中期日標期間の初年度から最終年度の前年度までの

業務実績評価(平成22年度～平成25年度まで)

組織・業務全般の見直し、次期中期目標等の策定に評価結果を
反映させる観点から、各事業年度の評価結果を踏まえ、中期日標期

度から最終年度の前年度までの業務実績について評価す

く組織・業務全般の見直し内害(当初案)>
通則法第38条第3項に基づく意見聴取

にの中期目練期間終了時に、主務大臣が当麟法人
よる必要性、組織の在り方その他組織・業務全般に
、ヽ見直しを

"も
の。その当初案に係る審臓。

く

0個別諄領(評定)の結果を踏まえ、業務実績全体の状況につい
て、記述による評価を彿 もの。評価結果(諄輌書)のとりまとめ。

(通則法第32条に基づく評価)

官つ [ヽ7ffぶ 金 塞 ■ 魯 _碁昌会 曇 会 の 塾 饉 葬半̀
ぅ
τ塾 中 ゝ

中期計画で設定した各項目を項目毎に個別に評価するもの。具
平成25年度の業務実績について、各雪綺重日氣:「 s～n

、原則としてその理由を付記する。
(通嗣法第32彙に基づく評価)

く平225年度財務隋嚢等の承□>
通則法第38条第3項に基づく意見聴取

※椰会春■■に各

“

会の財薔担当晏員による財覇籠表等ヒアリングを実施。

平成
"輌

月に3面●■を翼魔.

前中期 目轟競簡房築義実績評価
(平成21年度～平成25年度まで)

※年金・健康保険福組施設壺理機輌は平成 17～ 平成25年度まで

各事業年度の評価結果を踏まえ、中期目編期間全体の業務実
てヽ諄●するもの。(通則法第34条に基づく評価)



厚生労働省所管独立行政法人の中期目標期間

・神経医療研究センター

長寿医療研究センター

・障害・求職者雇用支援機構 (注5)

金基金 (注6)

金積立金管理運用独立行政法人

1日 ―平威30年 3月 31日

平成25年 4月 1日 ～平成3tl年 0月 31日

注1)網掛け部分は既に餞了した中期目●期間である。
注2)日立健康・栄姜研究所は、平成2"円月1日 より医薬基盤研究所との統合が予定されているため、平成27年3月 31日 に中期目標期間が終了する予定。
注3)労働安全衛生総合研究所は、産栞安全研究所と産業医学総合研究所を餞合し、平成lo年 4月 1日 に設立。
注4)産業安全研究所と慶集医学総合研究所の中期目標期間である。
注5)平成23年 10月 1日 に魔止された雇用・能力開発機構から●業籠力開発事の栞務の移管に伴い、平成23年 10月 1日 より高齢・障害者■用支援機構から高齢・障害・求職者■用支援mに 名称を変更。
注6)水資源崚構は口土交通省、農林水慶省、経済産業省との共管法人.農集■年金薔金は農林水産省との共管法人。
注7)地域■農糧籠椎遭機■は、年金・健康保険福祉施設整理機‖を改組し、平成26年 4月 1日 に設立。
注8)年金・健康保険福社籠設整理機構の中期日欄田間である。



厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準

平 成 13年 6月 決 定

平 成 16年 3月 30日 改 定

厚生労働省独立行政法人評価委員会

厚生労働省独立行政法人評価委員会 (以下「評価委員会」としゞう。)におい

て、厚生労働省所管の独立行政法人 (以下「法人」という。)の評価を実施す

るに当たつては、本基準に基づき行うものとする。

なお、評価委員会に設置される各部会は、本基準に基づき、評価の基準につ

いての細則を定めることができる。

1.評価の概要

評価委員会においては、次の 2つの評価を行う。

(1)事 業年度に係る業務の実績に関する評価

各事業年度において、中期計画の実施状況を調査・分析 し、業務の実績

の全体について総合的な評定を行うことにより、以降の業務運営の改善に

資する。

(2)中 期目標に係る業務の実績に関する評価

中期目標期間終了時において、中期目標の達成状況を調査・分析し、中

期目標期間における業務の実績の全体について総合的な評定を行うことに

より、業務の継続の必要性、組織の在り方その他組織及び業務の全般にわ

たる検討並びに次期中期目標の検討に資する。

2.事業年度に係る業務の実績に関する評価

業務実績全体の状況について行う総合的な評価と中期計画に掲げた項目
ごとに行う個別的な評価の2つを併せて行うものとする。

(1)総合的な評価

総合的な評価は、(2)の個別的な評価の結果を踏まえ、国民の視点に

立つて、それぞれの法人の社会に対する中長期的な役割に配慮しつつ、次
のような観点から中期目標の達成度について評価するものである。

① それぞれの法人の設立目的に照らし、業務により得られた成果が、国

民生活の保障及び向上並びに経済の発展にどの程度寄与するものであっ

たか。



② 法人が、効率性、有効性等の観点から、適正に業務を実施したかどう

か 。

(2)個別的な評価

個別的な評価は、中期計画の個別項目ごとの進捗状況について測定する

ものとする。

個別的な評価に当たっては、個々の業務の実施状況を幅広く把握し、可

能な限り客観的な評価の実施に努めるものとする。

評価は以下の判定基準に基づく5段階評価とし、原則としてその理由を

付記するものとする。

判定基準
「 s」

「 A」

「 B」

「 c」

「 D」

中期計画を大幅に上回つている。

中期計画を上回つている。

中期計画に概ね合致 している。

申期計画をやや下回つている。

中期計画を下回つており、大幅な改善が必要。

(3)評価委員会における評価の具体的な実施方法

① 各法人は、毎年6月 末までに前年度の業務実績に関する報告を提出する。

② 評価に当たつては、各部会において法人からヒアリングを実施し、本基

準に基づき評価を行う。

③ 各部会において評価を決定した後、評価結果の各法人及び総務省政策評

価 口独立行政法人評価委員会への通知並びに公表を行う。

3.中期目標に係る業務の実績に関する評価

業務実績全体の状況について行う総合的な評価と中期目標に掲げた項目

ごとに行う個別的な評価の2つを併せて行うものとする。      ・

(1)総合的な評価

総合的な評価は、(2)の個別的な評価の結果を踏まえ、国民の視点に

立って、それぞれの法人の社会に対する中長期的な役割に配慮しつつ、次

のような観点から中期目標の達成度について評価するものである。

① それぞれの法人の設立目的に照らし、業務により得られた成果が、国

民生活の保障及び向上並びに経済の発展にどの程度寄与するものであつ

たか。



② 法人が、効率性、有効性等の観点から、適正に業務を実施したかどう
か 。

(2)個別的な評価

個別的な評価は、中期目標に対する業務の個別項目ごとの達成状況につ

いて測定するものとする。

個別的な評価に当たっては、個々の業務の実施状況を幅広く把握 し、可

能な限り客観的な評価の実施に努めるものとする。

評価は以下の判定基準に基づく5段階評価とし、原則としてその理由を

付記するものとする。

判定基

「 s」

「 A」

「 B」

「 c」

「 DJ

中期目標を大幅に上回うている。

中期目標を上回つている。

中期目標を概ね達成している。

中期目標をやや下回つている。

中期目標を下回つており、大幅な改善が必要。

(3)評価委員会における評価の具体的な実施方法

① 評価結果を次期中期目標策定等へ反映させる観点から、次の手順によ

り中期目標期間最終年度において暫定評価を行うこととする。

O 各法人は、中期目標最終年度の6月 末までに中期目標期間の業務実

績に関する暫定報告を提出する。

O 暫定評価に当たつては、各部会において法人からヒアリングを実施

し、本基準に基づき中期目標期間に係る一次評価を行つた上で、総会
において暫定評価を決定する。

② 中期目標期間終了後、①の暫定評価結果を踏まえつつ、次の手順によ

り最終評価を行うこととする。

O 各法人は、中期目標期間終了後、翌年度の6月 末までに中期目標期

間の業務実績に関する最終報告を提出する。

O 最終評価に当たつては、必要に応じ各部会において法人からヒアリ
ングを実施し、本基準に基づき中期目標期間に係る一次評価を行つた

上で、総会において最終評価を決定する。

③ 評価の結果については、各法人及び総務省政策評価・独立行政法人評

価委員会への通知並びに公表を行う。



起草担当委員・財務担当委員一覧

部会 法人名 起車担当委員

調査研究部会

国立健康・栄養研究所 丸 山 千 寿 子 委 員 定 本 朋 子 委 員

清 水  至  委 員労働安全衛生総合研究所 酒 井 ― 博 委 員 田 宮 菜 奈 子 委 員 中 村 英 夫 委 員

医薬基盤研究所 金 倉  譲  委 員 馬 場 明 道 委 員

高度専門医療
研究部会

目立がん研究センター 福 井 次 矢 委 員

藤 川 裕 紀 子 委 員

日立循環器病研究センター 永 井 良 三 委 員

目立精神・神経医療研究センター 祖 父 江 元 委 員

目立目瞭医療研究センター 永 井 良 三 委 員

目立威育医壼研究センター 内 山  聖  委 員

目立長寿医療研究センター 祖 父 江 元 委 員

国立病院部会 日立病院機構 田 極 春 美 委 員 亀 岡 保 夫 委 員

医療・福祉部会

医薬品医療機器総合機構 平 井 み ど り 委 員 橋 田  充  委 員

五 十 嵐 邦 彦 委 員福祉医療機構 真 野 俊 樹 委 員 石 渡 和 実 委 員 松 原 由 美 委 員

目立三度知的障害者総合施設のぞみの園 三 日 優 子 委 員 名 塁 晴 美 委 員

労働部会

労働者健康福祉機構 松 尾 清 ― 委 員 小 西 康 之 委 員

宮 崎  哲  委 員

勤労者退職金共済機構 今 村  肇  委 員 松 浦 民 恵 委 員

高齢・障害・求職者雇用支援機構 柴 田 裕 子 委 員 志 藤 洋 子 委 員

労働政策研究・研修機構 高 田 ― 夫 委 員 関 口 和 代 委 員

年金部会

農栞者年金基金 山 口 修  委 員

年金積立金管理運用独立行政法人 大 野 早 苗 委 員 引 間 雅 史 委 員
安 浪 重 樹 委 員

年金・健康保険福祉施設整理機構 ′:i北 英 隆 委 員 光 多 長 温 委 員
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組織・業務全般の見直し～中期目標 0中期計画策定までの流れ (概要)  男J添 6

O厚生労働大臣が独立行政法人通則法第35条の規定に基づき、「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織口業務全般の
見直しについて」(平成15年8月 1日 閣議決定)を踏まえ、「組織・業務全般の見直し当初案Jを作成。

O独立行政法人評価委員会の意見を聴いた上で、予算概算要求提出期限(8月 末)までに総務省政口独委に提出。
(8/18・ 第46回年金部会、8/21・ 第68回調査研究部会、8/22・ 第32回NC部会、8/26・ 第36回総会において審議予定)

O総務省政策評価・独立行政法人評価委員会において「見直し当初案」を審議。(政・独委独法評価分科会・WGにおいて審議予定)

※審議と並行して、「勧告の方向性」の内容については、厚労省と総務省で調整。

O厚生労働大臣に対し、「主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」を総務省政・独委委員長が通知。

O厚生労働大臣は総務省政・独委の「勧告の方向性」(指摘事項)を踏まえ、「見直し内容」を再検討し、「組織・業務全般の見直し内容
(案 )」 を作成。独立行政法人評価委員会総会における審議を経て、決定し、予算概算決定時までに総務省政・独委へ提出。

(平成26年 11～ 12月 に調査研究部会、NC部会、年金部会、総会において審議予定)

○厚生労働大臣は「見直し内容」を踏まえ、次期中期目標案を作成。次期中期目標案を独立行政法人評価委員会において審議。
(平成27年2～ 3月 に調査研究部会、NC部会、年金部会において審議予定)

※総務省政口独委は並行して、次期中期目標案が「勧告の方向性」(指摘事項)を踏まえたものか審議。
⇒ 必要に応じて中期目標期間終了時に通則法第35条第3項に基づく「主要な事務・事業の改廃に関する勧告」を行う。

O厚生労働大臣は次期中期目標を法人に付与し、中期計画の作成を指示。法人は次期中期計画案を作成し、厚生労働大臣に認可
申請。 厚生労働大臣は、次期中期計画案について、独立行政法人評価委員会に諮り審議。
(平成27年2～ 3月 に調査研究部会、NC部会、年金部会において審議予定)⇒次期中期計画の大臣認可後、平成27年4月 より次期中期目標期間が開始



組織・業務全般の見直し～中期目標・中期計画策定まで(流れ図)

【独立行政法人】

医薬基盤研究所/目立健康・栄
饉研究所/日立高度専門医療
研究センター6法 人/年金積立
金管理運用独立行政法人

【厚生労働省】

厚生労働大臣

【厚生労働省独立行政法人評価委員会】 【総務省】

政策評価・独立行政法人
評価委員会

調査研究部会
高度専門医療研究部会

年金部会
委員会総会

平成26年 8月

見直し当初案を作成 〉 見直し当初案を議論 ■

【8/18年 金・8/21調 査研究・8/22NC

見直し当初案を審議

【3/26・第36回総会】

1見直し当初案の提出 |

1概算要求響出期限(8月 末)まで
|

平成26年 9～ 12月

▼
見直し当初案を審議

●
・ 1「勲告の方向性Jを通知

|

1 予算概算決定時まで |

〉 見直し内容を議論 ■

平成27年 1～ 3月

次期中期「

ー

罹采をIF厩 円
日

ヒ
次期中期目標案が「勧告
の方向性Jを踏まえたもの

か審議次期中期計画案の作成・

認可申請
■ 1次期中期目標案を審議 |

pl…

………」菫翌里型壁」1聖里望里壁…………」|

呵 次期中期計画の認可 ド

平成27年度

次期中期目標期間
の開始

必要に応じて、中期目標
期間終了後に通則法第3
5条第3項に基づく「勧告」

を行う

※「次期中期目標の策定」、「次期中期計画の認可Jについては、独立行政法人通則法上、別途、財務省との協議を要する。
※「次期中期計画案Jは、「次期中期目標案Jと併せて審議を行う場合がある。

12



0 独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)(抄 )

(各事業年度に係る業務の実績に関する評価)

第32条 独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、螢壺美年度二お旦登菫登Ω実縫二2旦ニニ証皿委員会Ω評価上
受けなければならない。

2 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれらの調査及び分析の結
果を考慮して当該事業年度における業務の実績の全体について総合的な評定をして、行わなければならない。

「

らない。この場合において、 は、必要があると
当該独 の他の勧告をすることができる。

ヽ

会は、第 3項の規定により通知された の結果について、必要 ると認めるときは、当該評価委員会に対 し、意
見を述べることができる。

(中期目標の期間の終了時の検討)

35条
し

審議会は、独立行政法人の中期目
主務大臣に勧告することができる。

の終了時において、当該独立行政法人の主要な の改廃に関 し、

(財務諸表等)

38条
以 下 」 とい う。 )

ヽ

独立行政法人は、前項の規定により財務諸表を主務大臣に提出するときは、これに当該事業年度の事業報告書及び予算の
区分に従い作成した決算報告書を添え、並びに財務諸表及び決算報告書に関する監事の意見 (次条の規定により会計監査人の
監査を受けなければならない独立行政法人にあつては、監事及び会計監査人の意見。以下同じ。)を付けなければならない。

主務大臣は、第 1項の規定により財務諸表を承認しよ うとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければな
らない。
独立行政法人は、第 1項の規定による主務大臣の承認を受けたときは、遅滞なく、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務

諸表並びに第2項の事業報告書、決算報告書及び監事の意見を記載した書面を、各事務所に備えて置き、主務省令で定め
る期間、一般の閲覧に供しなければならない。

第

　

２

３

３

　

４

つ
０



参 照 条 文

O 独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)(抄 )

(財産的基礎等)

第 8条 略
2   略
3 独立行政法人は、業務の見直し、社会経済情勢の変化その他の皇由[二 より、その保有する重要な財産であって主務省 (当

該独立行政法人を所管する内閣府又は各省の内閣府令又は省令をいう。ただし、原子力規制委員会が所管する独立行政法人
については、原子力規制委員会規則とする。以下同じ。)で定めるものが将来にわたり業務を確実に実施する上で必要がな
くなつたと認められる場合には、第46条の2又は第46条の 3の規定Jこ より、当該財産 (以下「不要財産」という。)を処分
しなければならない^

(不要財産に係る国庫納付等)

第46条の 2 独立行政法人は、不要財産であって、重府からの出査又は立出 〔金銭の出資に該当するものを除く。)に係る
もの (以下この条において「政府出資等に係る不要財産」とい量。)については、遅滞なく、主務大臣の認可を受けて、こ
れを国庫に納付するものとする。ただし、中期計画において第 30条第 2項第四号の二の計画を定めた場合であつて、その
計画に従つて当該政府出資等に係る不要財産を国庫に納付するときは、主務大臣の認可を受けることを要しない。

2～ 4 略
5 主務大臣は、第 1項、第 2項又は第 3項ただし書の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意
見を聴かなければならない。
6略
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別 添 9

独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について

成平

閣

ｒ
ｌ

ｌ
ｔ が12『 19[〕

独立行政法人、特殊法人及び認可法人 (日 本放送協会、日本赤十字社、特殊会社、士業

団体、事業者団体中央会を除く。以下同じ。)の役員の退職金については、以下によるも

のとする。

1 独立行政法人

(1)各府省は、所管の独立行政法人に対し、役員の退職金の支給率に関して、平成 16
生以降p¨ ⊇いて7・、 1月 につき俸給月額の 12.5/100を 基準とし、

これに各府省の独立行政法人評価委員会が0.0か ら2, 0の範囲内ェ業績に応じて

決定する業績勘案率を乗じたものとするよう要請する。

(2)独立行政法人評価委員会は、上記(1)の業績勘案率の決定に当た り、あらかじめ総務

省政策評価・独立行政法人評価委員会に通知する。この場合、総務省政策評価・独立

行政法人評価委員会は、独立行政法人評価委員会に対し、意見を述べることができる。

独立行政法人評価委員会は、業績勘案率が 1.5を超え、又は0.5を下回る場合

には、速やかに各主務大臣に通知する。主務大臣は、通知があったときは、内閣官房

長官に報告する。

(3)独立行政法人及び主務大臣は、各役員の退職金の支給額について、「公務員の給与

改定に関する取扱いについて」(平成 15年 9月 16日 閣議決定)の 4に基づき、決定

に至った事由とともに公表する。

2 特殊法人及び認可法人

(1)役員の退職金の支給率に関して、平成 16年以降の在職期間については、 1月 につ

き俸給月額の 12.5/100を 基準とし、これに各法人が委嘱する外部の専門家又

は設置する委員会 (以下「委員会等」という。)が 0.0か ら2.0の範囲内で業績

に応じて決定する業績勘案率を乗じたものとする。

(2)各法人は、上記(1)に よる委員会等の業績勘案率の決定に当たり、あらかじめ所管大

臣に通知することとする。各所管大臣は、業績勘案率が1.5を超え、又は0.5を
下回る場合には、速やかに内閣官房長官に報告する。

(3)役員の退職金に関して独立行政法人と同様の制度が採用されている法人について

は、上記独立行政法人の例によるものとする。

(4)各役員の退職金の支給額については、上記 1(3)に準じて、公表する。

Ｅ
Ｕ



10

独立行政法人の役員の退職金に1系る業績勘案率の決定方法について

平成 16年 3月 3.0日 決定

平成 16年 12月 1日 改定

―

    峰

1.業績勘案率の算定方法

① 厚生労働省独立行政法人評価委員会 (以下「評価委員会」と

いう。)における退職役員の業績勘案率の算定については、以

下の方法により行うこととする。

イ 法人の各年度の個別評価項目ごとのS～ D評価を下表 1に
より点数化し、平均したもの (小数点第3位を四捨五入した

もの)を各年度の業績勘案率 (以下「年度業績勘案率」とい

う。)とする。
※表 1

個別評価項目ごとの

業務実績評価結果

評価結果に対応する率

S 2. O
A 1. 5
B 1。 0
C O. 5
D 0。 0

□ 年度業績勘案率を下表2により×からZのいずれかに分類
し、各分類に対応する数値に換算した上、それらを当該役員
の在職月数に応じ加重平均したもの (小数点第2位を四捨五

入する。)を当該役員の業績勘案率とする。

※ 表 2
年度業績勘案率の

平均値
各平均値の

分類
各分類に対応

する率

1.50～ 2。 OO × 1. 5
0. 51-1.49 Y 1。 O
O.OO～ O.50 Z 0. 5

② 下記2の②又は③の決定に係る時点1こおいて、未だ評価が行
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われていない期間に係る年度業績勘案率については、当該年度
の退職時点までの実績と前年度の評価結果等を比較者量の上、
その他の事由を総合的に勘案することにより、適切に算定する
こととする。(法人設立直後で業務実績評価結果が存在しない
場合については、当該退職役員の在職期間における法人の業績
を勘案した上、適切に算定することとする。)

③ ある中期目標期間の全期間を通じて在職し、かつ、当該中期
目標期間の評価結果が決定されている場合には、各年度の年度
業績勘案率を用いるのではな<、 中期目標期間の評価結果を基
本として、上記①に準じた方法に基づき算出した数値を用いる
こととする。

④ l.Oを 超える業績勘案率を決定する場合は、当該退職役員
の在職期間における目的積立金の1犬況等に照らして適切である
かを考慮することとする。               ,

⑤ 退職役員の問責に係る特段の事項 (以下「職責事項」という。)
については、当三亥法人からの申請又は部会委員からの申出があ
った場合に限り、当該職責事項が法人の業績に与えた影響の程
度及び部会委員の意見等を考慮し、上記①～④の方法により算
出された数値にO.5を上限として増減できることとする。

⑥ その他、業績勘案率を算定する上で考慮すべき特段の事由が
あると認められる場合には、当該事由を考慮して、業績勘案率
の算定に当たつて、上記①～⑤の方法により算出された数値に
反映させることができることとする。

2。 業績勘案率の決定手続き

① 法人は、役員の退職に際し、厚生労働省独立行政法人評価委
員会 (以下「評価委員会」という。)に対し業績勘案率の決定
について文書にて依頼を行う。

② 評価委員会は、①の依頼を受け取つたときは、各部会におい
て業績勘案率についての審議及び決定を行うものとする。

③ 上記の方法により算定された業績勘案率について、上記1の

■
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①の表2の×～Zの分類を適用させた場合に当該分類の結果が
X又はZに該当せず、かつ、1の⑤の職責事項に1系る申請及び

申出がそれぞれ法人及び部会委員からなされない場合に限り、
上記②の規定にかかわらず、あらかじめ部会委員の意見を踏ま

えた上で、部会長において業績勘案率を決定できるものとする。
なお、この場合において、部会長は、直後に開催される部会

において、当該業績勘案率の決定についての報告を行う。

④ 上記の方法により決定された業績勘案率については、総務省
政策評価・独立行政法人評価委員会 (以下「総務省評価委員会」
という。)に通知し、意見の有無についての確認を行う。

⑤ ④により総務省評価委員会に対し通知を行つた業績勘案率に
ついて、総務省評価委員会からの意見の内容に照らして、業績
勘案率の再算定が必要ないと認められる場合には、部会長にお

いて業績勘案率を最終決定できるものとする。この場合におい

て、部会長は、業績勘案率の最終決定後、これを速やかに法人
に通知する。なお、業績勘案率が 1。 5を超え、又はO。 5を
下回る場合には、これに加えて速やかに厚生労働大臣に通知す
る。
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厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公開に関する規程

(平成21年 12月 16日厚生労働省独立行政法人評価委員会決定)

厚生労働省独立行政法人評価委員会運営規程 (以下「運営規程」という。)

第 4条第 2項の規定に基づき、厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公

開に関する規程を次のように定める。

(会議の傍聴)

第 1条 委員会の会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ、厚生労働省政策

統括官付政策評価官室の登録を受けなければならない。

2 前項の登録を受けた者 (次項において「登録傍聴人」という。)は、委員

長が許可した場合を除き、会議を撮影 し、録画し、又は録音 してはならない。

3 登録傍聴人は、前項に規定する行為のほか、会議の進行を妨げる行為をし

てはならない。

(会議資料の公開)

第 2条 委員会の会議において配付 した資料は原則公開とする。ただし、次に

掲げるものについては、非公開とする。
一 独立行政法人の退職役員の退職金見込み額その他の個人情報

二 独立行政法人が譲渡 し、又は担保に供しようとする主務省令で定める重

要な財産

三 公開することにより、当該情報に係る個人又は法人等の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの

四 運営規程第 4条第 1項ただし書の規定により会議を非公開とすることと

された案件に係るもの

五 前各号に掲げるもののほか、委員長が必要と認め、委員会に諮つて了承

を得たもの

(準用規定)

第 3条 第 1条及び第 2条の規定は、部会に準用する。この場合において、第

1条及び第 2条中「委員会」とあるのは「部会」と、「委員長」とあるのは

「部会長」と読み替えるものとする。

(雑則 )

第 4条  この規程に定めるもののほか、委員会又は部会の公開に必要な事項は、

それぞれ委員長又は部会長が定める。
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参考資料2
平成25年度業務実績に係る自己評定一覧表 (高度専門医療研究部会 )

【日立成育医療研究センター】

説明
グループ区分

法人の
説明予定時間 評価項目

(参考)平成24年度業務実績 平成25年度業務実績

自己評定 評定結果 自己評定 評定結果

グループ1 10分

1.臨床を志向した研究・開発の推進 S S S

2.病院における研究・開発の推進 A A A

グループ2 10分
3.担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 S A S

4.高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供 S S S

グループ3 10分

5.患者の視点に立つた良質かつ安心な医療の提供 A A A

6.その他医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供 S A S

7.人材育成に関する事項 A A A

B.医療の均てん化と情報の収集・発信に関する事項 A A A

9.国への政策提言に関する事項、その他我が国の医療政策の推進等に関する事項 A A A

グループ4 10分

10.効率的な業務運営体制 A A A

11.効率化による収支改善・電子化の推進 S A A

12.法令連守等内部統制の適切な構築 A A A

13.予算、収支計画及び資金計画 A A A

14.その他主務省令で定める業務運営に関する事項 A A A



参考資料2
平成25年度業務実績に係る自己評定一覧表 (高度専門医療研究部会 )

【国立がん研究センター】

説明
グループ区分

法人の
説明予定時間

評価項目

(参考)平成24年度業務実績 平成25年度業務実績

自己評定 評定結果 自己評定 評定結果

グループ1 10分

1.臨床を志向した研究・開発の推進 S S S

2.病院における研究・開発の推進 S A S

3.担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 S A S

グループ2 10分

4.高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供 S A S

5.患者の視点に立つた良質かつ安心な医療の提供 S A S

6.その他医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供 S A S

グループ3 10分

7.人材育成に関する事項 S A S

B.医療の均てん化と情報の収集。発信に関する事項 S A S

9.国への政策提言に関する事項、その他我が国の医療政策の推進等に関する事項 S A S

グループ4 10分

10効率的な業務運営体制 A A A

11.効率化による収支改善・電子化の推進 A A A

12法令連守等内部統制の適切な構築 A B A

13.予算、収支計画及び資金計画 A A A

14.その他主務省令で定める業務運営に関する事項 A A S




